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1. 全体 構想 


1.1 提案 地方 自治 体 の 概況 、 温 室 効果 ガス 排出 の 実態 、 地 域 課題 等 


(1) 社会 的 ・ 地 理 的 特性 
(沿革 ) 

米原 市 は 、2005 年 2 月 14 日 坂田 郡山 東町 と 坂田 郡 伊吹 町 と 坂田 郡 米 原町 
の 3 つの 町 が 合併 、 さ ら に 2005 年 10 月 1 日 に 坂田 郡 近江 町 と 合併 、 旧 坂田 郡 
が 一 つと な り 現 在 の 「 米 原市 」 が 誕生 し た 。 

(位置 ・ 面 積 ) 

滋賀 県 東北 部 地域 の 中 心 に 位置 し 、 面 積 は 250.39km* (うち 琵琶 湖 の 面積 

: 27. 32km?) で 、 県 土 全体 の 6.23% を 占め る 。 

(地形 ) 

日 本 百名 山 の ひ と つ で ある 伊吹 山 と その 南 に は 霊仙 山 が そびえ 、 総 面積 の 
639% を 占め る 森林 (森林 面積 : 158.04kW) に た くわ えら れ た 水 は 、 
清流 姉川 や 天野 川 と な っ て 地域 を 流れ 、 母 な る 琵琶 湖 に 注ぐ と いう 、 
水 と 緑 に 包ま れ た 自然 豊か な 地域 で ある 。 

また 、 京 阪神 ・ 中 京 ・ 北 陸 を 結ぶ 交通 の 要衝 に あり 、 古 く か ら 中 山道 

・ 北国 街道 な ど を 使っ て 人 と モノ と 情報 が 活発 に 行き 来 し た 地域 で 、 
現在 で も 、JN 東海 道 新幹線 ・JR 東海 道 本 線 ・JR 北陸 本 線 ・ 近 江 鉄 首 
本 線 と いう 鉄道 網 が あり 、 県 下 で 唯一 の 新幹線 停車 駅 で ある 米原 駅 を 。,。.。 
有する 。 ま た 、 和 名神 高 速 道路 ・ 北 陸自 動車 道 の ジ ャ ンク ショ ン と \ 


イン ター チェ ンジ を 有 し 、 一 般 国道 と し て は 8 号 ・8 号 米原 バイ パス 


・21 号 ・365 号 と 広域 交通 網 が 集積 し て お り 、 京 阪神 ・ 中 京 ・ 北 陸 を \ ニブ | 
結ぶ 結節 点 で ある 。 クラ / 


(気候 ) 

米原 市 に は 、 伊 吹 山 の お 花畑 、 姉 川 の 清流 、 三 島 池 の マガ モ 、 天 野川 
な どの ホタル 、 醒 井 の ハ リ ヨ と 梅花 藻 な ど 美 し い 自 然 が あり 、 貴 重 な 
動植物 の 宝庫 で ある 。 気候 は 、 日 本 海 型 気候 で 、 冬 季 に は 北西 の 季節 風 と 
積 委 が み ら れ る 。 湖岸 部 は 年 間 の 降水 量 が 比較 的 少な い 内 陸 性 盆地 気候 で ある の に 対し 、 中 山間 
部 は 1 メー トル 前 後 の 積雪 の ある 県 下 有数 の 豪雪 地帯 で あり 、 気 候 的 に も 変化 に 富ん だ 地域 で あ 
る 。 

(人 口 ) 

米原 市 の 人 口 は 、1960 年 の 42, 214 人 か ら 減 少し 、1975 年 に 増加 に 転じ た 。 そ の 後 、2000 年 の 
41. 251 人 を ピー ク に 減少 に 転じ 、2015 年 に は 、1990 年 以来 25 年 ぶり に 4 万 人 を 割り 込み 
38, 719 人 に 減少 し た 。 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 推計 に よる と 、2045 年 に は 3 万 人 を 割 
り 込み 、29,050 人 に な る と 推計 され る 。 
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(2) 温室 効果 ガス 排出 の 実態 

滋賀 県 域 か ら の 温室 効果 ガス 総 排出 量 は 2013 年 度 を ピー ク に 減少 し て お り 、2018 年 度 の 総 排 
出 量 は 約 1, 128 万 t-C0。 と な っ て いる 。 滋賀 県 は 全国 有数 の 内 陸 工 業 県 で ある こと か ら 、 総 排出 
量 の うち エネ ルギー 起源 C0。 が 約 93. 2% と 大 部 分 を 占め て いる 。 
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( 図 ) 県 域 か ら の 温室 効果 ガス 排出 量 の 推移 


米原 市 に お ける 温室 効果 ガス 排出 量 に つい て も 、 同 様 に 2013 年 度 を ピー ク に 減少 し て いる 。 
2018 年 度 の 市 域 か ら の 温室 効果 ガス 総 排出 量 は 約 383.2 千 t-CO。 で あり 、 県 域 か ら の 総 排出 量 の 
約 3.496 を 占め る 。 部 門別 排出 量 の 内 訳 は 、 産 業 部 門 が 約 47.89%6 と 最も 大 きく 、 民 生 部 門 ( 業 
務 ・ 家 庭 部 門 ) が 約 22.99%、 運 輸 部 門 が 約 21.39% と な っ て いる 。 ま た 、 産 業 部 門 の 排出 量 の 約 
96.79% は 製造 業 由来 で あり 、 農 林業 か ら の 排出 は 約 1.59% を 占め て いる 。 


米原 市 (ft-CO>) 
エネ ルギー 転換 部 門 | ガス 事業 
産業 部 門 


業務 部 門 
家庭 部 門 


運輸 部 門 


5 
2 
= 
1 


工業 プロ セス 
廃棄 物 部 門 


2 
2 


| Oz 抽 昌 計 | 374 4| 4454 
( 表 ) 米原 市 に お ける 温室 効果 ガス 排出 量 の 推移 


(Ft-CO2) 
500 
455.1 
450 445.4 444.5 435.6 


402.4 

400 374.4 356.2 383.2 
nl 8D = 産業 部 門 
一 = 業務 部 門 
集 250 = 家 許 部門 
o 200 = 運輸 部 門 

障 拓 | = tana | a = 廃棄 物 部 門 
| 還 還 | | nn Fe 


ョ 工業 プロ セス 


2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 (年 度 ) 


( 図 ) 米原 市 に お ける 産業 部 門別 の 温室 効果 ガス 排出 量 の 推移 
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3) 地域 課題 等 

画 人 口 減少 ・ 少 子 高齢 化 に 対す る 取組 と 駅 前 地域 の に ぎわ い の 創 出 
米原 市 で は 少子 高齢 化 が 急速 に 進ん で お り 、2045 年 に は 3 万 人 を 割り 込み 、29, 050 人 に な る 

と 推計 され て いる 。 大 学 進学 や 就職 を 機 に 、 男 性 は 10 代 後半 か ら 20 代 前 半 、 女 性 は 10 代 後半 

か ら 20 代 後半 の 若者 が 流出 し て お り 、 人 口 減少 の 緩和 が 喫緊 の 課題 と な っ て いる 。 ま た 、 県 内 

唯一 の 新幹線 駅 で あり 、 京 阪神 ・ 中 京 ・ 北 陸 を 結ぶ 結節 点 で ある 米原 駅 の 駅 前 空き 地 の 活用 方 法 

に つい て 協議 を 重ね て いる 。 
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資料 : 米原 市 ホー ムペ ー ジ (名 年 10 月 1 日 ) 


( 図 ) 米原 市 に お ける 人 口 ・ 世 帯 数 ・ 一 世帯 当たり  ( 図 ) 米原 市 に お ける 年 齢 別人 口 の 推移 
員数 の 推移 


資料 : 国勢 調査 (名 年 10 月 1 日 ) 


画 気候 変動 の 激甚 化 へ の 対策 と 地域 に お ける エネ ルギー 確保 の 推進 

近年 、 県 内 外 で は 、 異 常 気象 に よる 自然 災害 が 多発 し て いる 。2018 年 6 月 に は 、 米 原市 内 で 竜 
巻 が 発生 し 、140 棟 の 住宅 が 一 部 損壊 する と と も に 、 一 時 380 軒 が 停電 する 等 の 被害 が 生じ た 。 
先行 地域 内 に は 1 か 所 の 一 次 避難 所 (米原 市 庁舎) が 所 在 し て お り 、 停 電 発 生 時 に も 電力 供給 で 
きる よう 、 地 域内 に 再 エ ネ 設 備 お よび 蓄電 池 を 導入 する 必要 が ある 。 現 在 、 地 域内 の エネ ルギー 
は 、 域 外 の 大 規模 電源 に 依存 し て お り 、2013 年 度 に は 約 263 億 円 の エネ ルギー 代金 が 域内 か ら 域 
外 に 流出 し て いる 。 再 エネ 設備 を 導入 し 自家 電源 を 保有 する で 、 資 金 を 域内 循環 する 必要 が あ 
る 。 
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( 図 ) 米原 市 に お いて 近年 発生 し た 異常 気象 に よる 自然 災害 ぐ く 出 典 : 産経 新聞 オン ライ ン > 


エネ ルギー 代金 の 流出 (滋賀 県 市 町 別 ) 2013 


総 支出 10,114| 1.842| 221| 5,364| 2.569| 216| 4356| 1,570| 937| 2,264| 4,446 sed に 
代金 流 
T ネ ルキ - 代 人 流出 | 364| ogl| 3| 125| 212| 29| 270| 89| 45| 138| 291 有 l 3| 


( 表 ) 県 域 か ら 域 外 へ の エネ ルギー 代金 の 流出 
< 出典 : 環境 省 / 地 域 経済 循環 分 析 ツ ー ル より 作成 > 


画 市 の 主要 産業 で ある 農林 水産 業 従 事 者 の 高齢 化 へ の 対策 
市 の 主要 産業 の ひと つ で ある 農林 水産 業 に つい て も 、 人 口 構成 と 同様 に 高齢 化 が 進ん で いる 。 
また 、 担 い 手 の 高 齢 化 に 伴い 、 耕 作 放 棄 地 も 増加 し て いる 。 持 続 可能 な 農林 水産 業 の 推進 の た め 
に は 、「 作 業 環境 の 改善 」 や 「 軽 労 化 」 が ひと つの 鍵 で あり 、AI・loT 等 の 先進 技術 の 導入 に よる 

生産 性 向上 と 魅力 ある 雇用 の 創出 が 必要 で ある 。 
農家 数 の 推移 
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( 図 ) 米原 市 に お ける 農家 数 の 推移 < 出典 : 農林 業 セ ン サ ス > 


耕地 面積 別 農家 数 の 推移 
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( 図 ) 米原 市 に お ける 耕作 面積 別 農家 数 の 推移 ぐ 出 典 : 農林 業 セ ン サ ス > 


※ 地 域 と の 合意 形成 まで 非 公開 


( 図 ) 耕作 放棄 地 の 現 況 


1.2 これ まで の 脱 炭 素 に 関す る 取組 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

平成 30 年 度 二 酸化 炭素 排出 抑制 対策 事業 費 等 補助 金 (地域 循環 圏 ・ エ コタ ウン 低 炭 素 化 促 
進 事業 、 公 営 財団 法人 3R 研究 財団 ) 実施 期間 : 2018 年 10 月 2019 年 2 月 

「IoT と Al を 活用 し た 先進 施設 園芸 に お ける 需給 マッ チン グ の 効果 及び 可能 性 の 調査 事 
業 」 

【 取 組 の 目的 】 

農産 物 の 産地 廃棄 等 が 発生 する 一 因 と し て 収穫 量 と 需要 量 の ミス マッ チ が 挙げ られ る 。 
本 事業 で は 、 需 要 に 合わ せ た 農 産物 の 栽培 、 出 荷 に よる 、 産 地 廃棄 等 の 削減 可能 性 調査 を ヤ 
ンマ ー 中 央 研究 所 お よび 先進 施設 園芸 施設 に お いて 協 働 で 実施 する 。 

【 取 組 の 概要 】 

需給 デー タ の 収集 、 出 荷 機会 の 創出 に よる 産地 廃棄 等 削減 効果 の 分 析 、 過 剰 発注 等 の 削減 
に よる 廃棄 物 削減 効果 の 分 析 、 事 業 性 の 評価 を 行う 。 

【 取 組 名 (事業 名 )】 

平成 28 年 度 米原 市 甲 津 原 小 水力 発電 所 設置 工事 (環境 省 地域 グリ ー ン ニュ ー デ ィ ー ル 基 
金 ) 実施 期間 : 2016 年 7 月 2017 年 2 月 

【 取 組 の 目的 】 

米原 市 山間 部 の 集落 で 市 内 最 北 端 に 位置 する 甲 津原 地区 は 、 同 地区 へ の 唯一 つの ア クセ ス 道 
で ある 県 道 が 土砂 災害 に 見 舞 わ れ た 際 に 孤立 状態 に 陥る 懸念 の ある 地区 で ある 。 一 方 で 、 姉 
川 の 源流 に あたる 地区 で も あり 、 豊 富 な 水量 が 確保 で きる 。 そ こ で 、 同 地区 の 防災 拠点 、 避 
難 施設 で ある 「 甲 津原 交流 セン ター」 の 安定 電源 の 確保 と し て 水車 を 利用 し た 発電 設備 を 導 
入 する 。 

【 取 組 の 概要 】 

甲 津原 小 水力 発電 所 と し て 、4.5kW の マイ クロ 水力 発電 所 を 導入 する 。 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

市 民団 体 と の 協 働 に よる 「 環 境 フ ォ ー ラ ム ぷ x ゆっ くり マル シェ 」 の 実施 

実施 期間 :2016 年 度 か ら 毎 年 度 実施 

【 取 組 の 目的 】 

ゆっ くり マル シェ は 、「 ゆ っ くり 」 と し 、 田 舎 都 市 らし い 「 持 続 可能 な ライ フス タイ ル 」 を 集 
っ た 人 々 へ 提案 する 。 こ の ゆっ くり マル シェ の 開催 に あわ せ 、 環 境 フ ォ ー ラ ム を 実施 し 、 脱 
炭素 、 気 候 非 常 事態 な ど に つい て パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン を 行う な ど 市 民 と 環境 問題 の 意識 
共有 を 図る 。 

【 取 組 の 概要 】 

ゆっ くり マル シェ は YUKKURI 米原 が 主催 し 、「 て いね い 、 手 作り 、 オ ー ガ ニッ ク 」 を コン セ プ 
ト に 、 大 人 か ら 子 ども まで ゆっ くり 楽し め る お 店 が 出店 され 、 環 境 に 対す る 啓発 を 行う 。 
環境 フォ ー ラ ム は 、 行 政 目 線 で は な く YUKKURI 米原 に お いて 企画 を 行い 、 市 民 目 線 で 環境 問 
題 の 啓発 が で きる 取組 で あり 、 こ こ で 議論 され た こと を も と に 、 米 原市 の 気候 非常 事態 宣 
の 発出 を 予定 する 。 


1.3 2030 年 まで に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 次 


(1) 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 

滋賀 県 は 2020 年 1 月 に 「 し が CO02 ネ ッ ト ゼ ロム ー ブ メ ント 」 の 開始 を 宣言 し 、 県 内 市 町 や 事業 
者 、 市 民 と 連携 し 脱 炭 素 社会 へ の 移行 を 進め る こと を 表明 し た 。2022 年 3 月 に 制定 予定 の 「 滋 賀 
県 C02 ネ ッ ト ゼ ロ 社 会 づく り 推 進 条 例 」 お よび 条例 に 基づく 「 計 画 」 で は 、 脱 炭素 の 取組 を 通じ 
て 持続 可能 な 産業 の 育成 、 ま ち づ く り の 推進 を 進め る 方 針 が 示さ れ て お り 、 本 市 も 基礎 自治 体 と 
し て 、 県 や 事業 者 、 県 民 と 連携 し て 「 持 続 可 能 な 脱 炭 素 社会 」 へ の 転換 を 進め て いく 方 針 で あ 
る 。 
米原 市 は 、2020 年 3 月 に 、「3 世 代 100 年 に わた っ て 『 住 ん な で よかっ た 』 と 実感 され る ステ キ 
な 米原 を 築く 」 を 基本 方 針 と し 、 第 2 期 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 米原 創 生 総 合戦 略 」 を 策定 し た 。 
基本 目標 と し て 、「 魅 力 ある 雇用 を 創出 し 、 女 性 や 若者 が 活躍 する まち を 創る 」「 駅 を 核 と し て 地 
域 と 地域 を 結ぶ 、 安 心 で 安全 な まち を 創る 」 を 掲げ て いる 。 

今後 、 脱 炭素 の 取組 を 通じ 、 再 エネ 設備 が 積極 的 に 導入 され る こと を 踏ま え 、 太 陽光 発電 設備 
が 米原 市 の 美しい 自然 環境 及び 市 民 の 安心 で 安全 な まち と 調和 し 、 適 正 に 維持 管理 で きる よう 、 
2022 年 度 に 太陽 光 発電 の 普及 推進 お よび 太陽 光 発 電設 備 の 設置 と 良好 な 環境 と の 調和 に 関す る 条 
例 を 制定 (以下 、「 市 条例 と いう 。) 、 さ ら に 、 耕 作 放棄 地 等 に お ける 営農 型 太陽 光 発 電 に 対す る 
補助 金 (営農 型 太陽 光 発電 設備 の 設置 ・ 管 理 に お ける イニ シャ ルコ スト また は ラン ニン グ コ スト 
に 関す る 補助 ) を 創設 する 。 な お 、 市 条例 で 下記 の 点 を 規定 する 。 

・ 適正 な 太陽 光 発 電設 備 の 導入 等 の 促進 を 市 の 責務 と 規定 

・ 禁止 区 域 の 設定 、 事 業者 の 維持 管理 の 強化 、 関 係 住民 等 へ の 説明 会 の 義務 化 

また 、 市 民 へ 脱 炭 素 の 取組 を 周知 する た め 、2022 年 5 月 に 気候 非常 事態 宣言 を 表明 、 ゼ ロカ ー 
ボン シテ ィ も 表明 する 。 

2030 年 まで に 米原 市 が 目指 す 脱 炭 素 の 姿 は 、 市 内 に 地域 の エネ ルギー と な る 再 エ ネ 設 備 が 積極 
的 に 導入 され 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 ネ ットワーク を 構築 、『 住 ん む で よかっ た 』 と 実感 で きる 環 
境 を 整備 、 あ わせ て 、 魅 力 あ る 雇用 を 創出 し 、 女 性 や 若者 が 活躍 する まち で ある 。 本 事業 に お い 
て 、 農 山村 モデ ルー 米原 市 「ECO VILLAGE 構想 」~ を 提案 する 。 


【「ECO VILLAGE 構想 」: 耕作 放棄 地 等 の 未 利用 農地 を 活用 し 地域 産品 と 再 エネ を 生産 】 


CD 


| 先行 地域 か つ 促進 区 域 
イデ (米原 駅 周辺 民生 施設 群 


( 図 ) 「ECO VILLAGE 構想 」 ぐ 出 典 : ヤン マー ホー ルディ ング ス > 


【「ECO VILLAGE 構想 」: 農山 村 に 女性 や 若者 が 活躍 で きる 魅力 ある 雇用 を 創出 】 
*ECO VILLAGE 構想 を 紹介 中 » https://youtu.be/F-_7M8L-WbY 


る 先行 地域 
EK 


営農 型 太陽 光 発 電 。 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス (コン セプト モデ ル ) 環境 配 虚 型 リー ン ハ ウス を 利用 し た スペ ー ス 
ソー ラー シェ アリ ング に より 、 再 エネ と 地域 産 滋賀 県 産 材 や リユース の 単 管 パ イプ 等 を 使っ て 環 地域 の コミ ュー ティ を 活性 化 、 新 し い コミ ュー ニテ ィ を 作り 出 
品 を 生産 。CO2 の 削減 に 貢献 する 。 境 に 配慮 し た グリ ー ン ハウ ス を 設置 する 。 す た め の スパー ス 


ーー 昨今 要 の 高い イ イン テリ ア 植 栽 を 中 と し た 男 EE En 商品 化 を 行う 
環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス で 、 障がい 者 等 に 作業 し や すい い ン テ の 心 に な 行い 、 商 品 化 を 行う 。 
環境 と 作業 支援 ツー ル を 提供 、 働 < 場 を 提案 する 。 , 芸 を 栽培 し 、 マ ー ケ ッ ト へ の 参入 を 目指 す 


貨 客 混載 Maas 
貨物 輸送 と 共に 地域 住民 の イン 
フラ の 一 つと し て 整備 。 


プロ ダク ト 化 
栽培 され た も の を 商品 化し 、 販 
売 す る 。 自動 販売 機 な ど を 使用 。 


| 低 GHG な 食料 生産 (ECO VILLAGE) 


・ 市 有 地 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 = ーー= 
空き 家 利用 ツー リズ ム 


・ 民 間 施 設 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 


・ 民 間 施 設 に お ける 大 型 蓄 電池 設置 Si ーー 空き 家 利 用 コワ ー キ ング 


滋賀 県 東北 部 
工業 技術 セン ター 


空き 家 を リノ ベー ショ ン し て 和 宿泊 


大 型 菩 電設 備 EV カー 及び 施設 や ワー キン グ ス ペ ー ス に 転用 。 


市 関係 施設 


ーー で ーー : あー ー 

民間 施設 米原 市 庁舎 ヤン マー 中 央 研究 所 ! , 
先行 地域 か つ 促進 区 域 | 溢 連 県 米原 市 か ら 日 本 全国 へ 
(米原 駅 周辺 民生 施設 群 ) | 人 を 、w ポ 原 市 か 5 日 本 男 へ 


展開 する 。 


プロ ジェ クト スケ ジュ ー ル 人 例 2027 年 
2022 年 2023 年 2024 年 2025 年 2026 年 2029 年 2030 年 
EE 


( 図 )「ECO VILLAGE 構想 」 < 出典 : ヤン マー ホー ルディ ング ス > 


イメ ー ジ 図 


③ 営 農 型 太陽 光 発 電 

デー ラー ジア リジン が た より 。 
再 エ ネ と 地域 産品 を 生産 。 
CO2 の 削減 に 貢献 する 。 


②③ 環境 配 慮 型 グ リー ン ハ ウス (コン セプト モデ ル ) 
〈 再 エネ 等 の 利用 の 最大 化 の た 
め の 省 CO2 等 設備 > 

・ 高 効率 空調 (電化 ) 


・ 高 効率 給湯 (給湯 暖房 、 電 化 ) 


滋賀 県 産 材 や リユース の 単 管 パ 


イプ 等 を 使っ て 環境 に 配慮 し た 
環境 配慮 型 グ リー ン ル ウス を 設置 する 。 


トー SN、 Fe 

~~ - 選 

こま 

sm 肌 | や ドガ 

"PP る 農 福 連携 る 有機 栽培 。( 植 栽 } る 有機 栽培 (野菜 ) 
コミ ュー ティ スペ ー ス 


て 


N 


③ 環境 配慮 型 グ リー ン ル ウス を 利用 し た コミ ュ ニ ティ スペ ー ス 
地域 の コミ ュ ニ ティ を 活性 化 、 

新しい コミ ュ ニ ティ を 作り 出 

す た め の スペ ー ス を 環境 配慮 型 


本 の こども か ら お 年 寄り まで 、 
グリ ー ン ルウ ス に 設置 する 。 “@ > , 地域 内 外 に 開か れ た 場所 


( 図 ) 「ECO VILLAGE 構想 」 < 出典 : ヤン マー ホー ルディ ング ス > 


イメ ー ジ 図 


④ 農 福 連携 
環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス で 、 


障がい 者 等 に 作業 し や すい 環 
境 と 作業 支援 ツー ル を 提供 、 
働く 場 を 提案 する 。 


リユース 単 管 を 利用 し た 
環境 配慮 型 グリ ー ン ハウ ス 


⑤ 有 機 栽 培 に よる 植 栽 栽 培 
昨今 、 イ ン テ リ ア 植 栽 の 需 
が 高まっ て いる た め 、 地 元 や 
地域 外 へ 販売 する イン テリ ア 
植 載 を 栽培 、 商 品 化 を 目指 す 。 


トー インテ リア 植 我 の 
栽培 スペ ー ス 


⑥ 有 機 栽培 に よる 野菜 等 栽培 

野菜 や 果実 な どの 栽培 を 行い 、 
地元 の 飲食 店 や 店 舗 へ 卸し た 

り 、 単 体 で 販売 する な ど 商 品 

化 を 行い 、 地 域内 外 の 流通 に 

よっ て 、 地 産地 消 、 地 域外 へ 

の 認知 度 を 高め る 。 

っ 


~ 計 " に |/ 半 で 語 " 


守 表 ・ ・ 果実 な どの 
間伐 材 を 利用 し た 
環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 太 培 スペ ー ズ 


( 図 )「ECO VILLAGE 構想 」 < 出典 : ヤン マー ホー ルディ ング ス > 
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イメ ー ジ 図 


貨 客 混 載 Maas 

米原 駅 周辺 と ECO VILLAGEE の 間 で 、 貨 物 輸送 と 共に 
高齢 化 の 進ん だ 地域 住民 の 生活 を サポ ー ト する た め の 
イン フラ の 一 つと し て 整備 し 運行 し 、 魅 力 ある 雇用 と 
に ぎわ い 促 進 に も 貢献 する 。 


プロ ダク ト 化 

グリ ー ン ハウ ス で 栽培 され た 
も の や 栽培 され た も の を 加工 
し た 二 次 加 工 品 を 商品 化し 販 
売 を 行う 。 自 動 販 売 機 な ど を 
使用 する こと で 運営 の 負担 を 
軽減 化す る 。 


2 次 加工 品 の 流通 を 念頭 に 置い た 、 


家 ツ ー リ ズム 
き 家 利用 コワ ー キ ング 
き 家 を リノ ベー ショ ン す る 
と で 宿泊 施設 や ワー キン グ 
スペ ー ス に 転用 し 、 地 域 の 活 
性 化 を 図る 。 


地域 の 人 々 の 
サー ド プ レイ ス と 
し て 、 地 域外 の 人 々 
。 に も 利用 で きる 空 
有 | き 家 の 利用 方 法 。 


( 図 )「ECO VILLAGE 構想 」 < 出典 : ヤン マー ホー ルディ ング スッ > 
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(2) 脱 炭 素 先行 地域 の 概要 
画 地域 課題 
本 提案 で は 、 以 下 の 3 つの 地域 課題 の 解決 に 取組 む 。 

1 ) 大 学 進学 や 就職 を 機 に 、 男 性 は 10 代 後半 か ら 20 代 前 半 、 女 性 は 、10 代 後 半 か ら 20 代 後 半 の 
若者 が 流出 する 傾向 に あり 、 こ の 女性 や 若者 の 移動 を 緩和 する 必要 で ある 。 

2 ) 先行 地域 内 (市 庁舎 内 ) 一 次 避難 所 が 、 レ ジリ エン ス 強 化 の た め 地 域 の エネ ルギー 源 を 確保 し 、 
常時 だ け で な く 非 常時 に も 活用 する こと が 必要 で ある 。 

3 ) 市 の 主要 産業 で ある 農林 水産 業 従事 者 が 高齢 化し て お り 、 生 産 性 向上 と 魅力 ある 雇用 の 創出 と 
年 々 増加 する 耕作 放棄 地 を 利 活用 する こと が 必要 で ある 。 


画 取組 内 容 
米原 市 「ECO VILLAGE 構想 」 で 提案 する 農山 村 部 の 耕作 放棄 地 に 再 エ ネ 設 備 と 大 型 蓄電 池 を 導 
入 、 常時 だ け で な く 非 常時 に も 活用 で きる 地域 の エネ ルギー 源 を 確保 する 。 あわ せ て 、 ソー ラー シ 
ェアリング や 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス で 地域 産品 を 生産 し 、 女 性 や 若者 が 活躍 で きる 魅力 ある 
雇用 を 創出 する 。 


画 特徴 
地域 の 脱 炭 素 化 と 活性 化 を 両立 する 農山 村 モ デル の 実現 
先行 地域 内 の エネ ルギー の 地産 地 消 と し て 
・ 市 有 地 お よび 民生 施設 へ の 再 エ ネ 設 備 導入 、 基 盤 イ ン フ ラ 整 備 (蓄電 池 ) 
・ 耕 作 放棄 地 へ の 再 エ ネ 設 備 導 入 、 基 盤 イ ン フ ラ 整 備 (蓄電 池 ) 
先行 地域 内 の モノ ・ ひ と の 循環 と し て 、 
・ 耕作 放棄 地 へ の 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 導入 
a ai nti 
駅 周辺 に 改正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 を 設定 (予定 ) 


※ 事 業 計 画 確定 まで 非 公表 


【 「 米 原 駅 東口 まち づく り 協 議会 」 に つい て 】 

2017 年 3 月 に みず ほ 銀 行 が 中 心 と な り 、 米 原 駅 東口 まち づく り の 準備 組織 で ある 「 み ず ほ コン ソ 
ー シ ア ム 」 を 立ち 上 げ 、 滋 賀 県 の 玄関 口 と し て ふさ わし い 拠 点 形成 を 官民 連携 で どの よう に 推進 
する か に つい て 議論 を 重ね て きた 。2018 年 4 月 に みず ほ コ ン ソ ー シ ア ム に 参画 する 企業 11 社 で 
「 米 原 駅 東口 まち づく り 協 議会 」 を 設立 し た 。(2021 年 4 月 現在 、 参 画 企業 19 社 ) 近年 の 取組 事 
例 と し て 、2021 年 11 月 に 米原 市 と みず ほ 銀 行 が 「 米 原 駅 東口 を 拠点 と し た 官民 連携 に よる 地域 


計画 され て い 


DX 実現 に 関す る 連携 協定 」 を 締結 、 
る 。 ※ 事 業 計画 確定 まで 非 公表 


以下 HP に ニュ ー ス リリ ー ス を 掲載 https://www. mizuhobank. co. jp/release/2021/index. html 


【 「ECO VILLAGE 構想 」 に より 創出 され る 地域 ネッ トワ ー ク  】 

先行 地域 で ある 柏原 地区 で 生産 され た 再 エ ネ を 、 先 行 地域 か つ 促進 区 域 で ある 米原 駅 周辺 の 需 
要 家 に 供給 する 、 地域 エネ ルギー の ネッ トワ ー ク を 構築 する 。 また 、 柏原 地区 で 生産 され た 地域 産 
品 を 京阪 神 ・ 中 京 ・ 北 陸 を 結ぶ 結節 点 で ある 米原 駅 周辺 に 供給 する 地域 経済 の ネッ トワ ー ク 、ECO 
VILLAGE 構想 に 関わ る 新しい 雇用 を きっ か け に 創出 され る 人 の ネッ トワ ー ク へ と 波紋 の よう に 拡 
が る 地域 ネッ トワ ー ク を 構築 する 。 
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る 先行 <“@~ 
(柏原 地区 耕作 放棄 地 群 ) ^… 
大 型 攻 吉朗 営農 型 太陽 光 発電 
0 先行 地域 か つ 促進 区 域 。 : fy: ekede 
(米原 駅 周辺 民生 施設 群 ) 「: . へ I? 
5 4 こ | の < i 
| 貨 客 混 載 Mass 41 ; 
:: A Aj 空 屋 利用 ツー リズ ム : 
1 EO 人 スス ンド : プロ ダク ト 化 空 屋 利用 コワ ー キ ング : 
1 a RR 民間 施設 2024 年 ~2025 年 
居 人 HH て では 
国 | 2026 年 ~2027 年 
本 ヤン マー 中 央 研究 所 2028 年 ~2030 年 
市 関係 施設 


( 図 ) 地域 ネッ トワ ー ク の コン セプト < 出典 : ヤン マー ホー ルディ ング スッ > 


一 期待 する 効果 
前 述 の 課題 を 解決 し 、 先 行 地域 の 脱 炭 素 化 と 地域 活性 を 加速 する 効果 が 期待 され る 。 

1) 先行 地域 内 の モノ ・ ひ と の 循環 に より 、 女性 や 若者 が 活躍 で きる 魅力 ある 雇用 を 創出 され 、 人 
口 移 動 が 緩和 され る 。 

2 ) 先行 地域 内 に 再 エ ネ 自 家電 源 を 確保 する こと に より 、 非 常時 に も 電力 供給 され 、 さ ら に 、 自 家 
電源 を 保有 する こと で エネ ルギー に 関わ る 資金 が 域内 に 循環 され る 。 

3 ) Al・loT 等 の 先進 技術 を 実装 し た 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス が 導入 され 、 地 域 産品 の 生産 を 
通し て 、 農 福 連携 を 推進 し 、 女 性 や 若者 が 働く 場 が 新た に 創出 され る 。 ま た 、 市 民 に 耕作 放棄 
地 に 再 エ ネ 設 備 を 導入 する 先駆 的 な モデ ル を 示す こと に より 、 市 域内 に お ける 営農 型 太陽 光 発 
電 の 普及 促進 が 図れ る 。 


(3) 改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 
【 事 務 事 業 編 】 
一 米原 市 役所 地球 温暖 化 率 先 実行 計画 
2018 年 4 月 策定 、2023 年 3 月 改定 予定 。2018 年 度 か ら 2030 年 度 ま で の 13 年 間 、 市 の 全て の 
組織 お よび 市 の 保有 する 全て の 施設 に お いて 2013 年 度 比 269% 減 に て 策定 。 目標 を 国 と 滋賀 県 の 
目標 値 と 整合 させ 509% 減 で 修正 する 。 * 下記 は 現状 の 取組 で 、 改 定 後 は これ ら 取 組 を 強化 する 。 
〇 全部 門 共 通 取 組 : グリ ー ン 購入 の 推進 、 公 共 事 業 等 に お ける 環境 負荷 の 低減 、 既 存 施設 に お 
ける 再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 と 省エネ 改修 の 実施 、 イ ベン ト の エコ 化 の 推進 、 環 境 配慮 
型 の 公共 建築 物 の 整備 、 公 用 車 へ の エコ カー の 導入 、 エ コ ド ラ イブ の 実践 

〇 事務 系 部 門 に お ける 取組 : 公用 車 の 燃料 使用 量 削減 に 向け た 取組 、 冷 暖房 等 の 電力 ・ 燃 料 使 
用 量 削減 に 向け た 取組 、 電 気 使用 量 削減 に 向け た 取組 、 用 紙 類 の 使用 量 削減 に 向け た 取組 、 ご 
み の 排 出 量 削減 に 向け た 取組 

〇 市 民 サ ービス 系 部 門 に お ける 取組 : 環境 教育 の 推進 、 環 境 に 配慮 し た 学校 施設 等 の 整備 

* 現状 、 特 に 下記 事項 を 強化 し て いる 。 

① 限 られ た 時 間 で 成果 を 上 げ る 生産 性 の 高い 働き 方 を 実現 で きる よう 、「 働 き 方 改革 」 と し て 
定時 退 庁 日 の 取組 を 徹底 し て いる 。 泌 事務 系 部 門 の 電気 使用 量 3% 削減 達成 
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② 広 報 紙 、 ケ ー ブ ル テレ ビ 、 公 式 ウ ェ ブ サイ ト 等 を 活用 、 チ ラ シ の 削減 を 徹底 し て いる 。 
ヲ 市 役所 全体 の 事務 用 紙 使用 枚数 496 削 減 達 成 
【 区 域 施策 編 】 

画 米原 市 役所 地球 温暖 化 実行 計画 (区 域 施策 編 ) 
2023 年 3 月 策定 予定 、 目 標 を 国 と 滋賀 県 の 目標 値 と 整合 させ 509% 減 で 策定 する 。 


(4) 改正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 方 針 

改正 温 対 法 に 基づき 、 国 や 県 の 動向 を 見 な が ら 促進 区 域 を 設定 する 。 先 行 地域 に 該当 する 箇所 
に つい て は 、 促 進 区 域 と する 方 針 で ある 。 こ れ ら の 箇所 の うち 、 米 原市 と 滋賀 県 と ヤン マー ホー 
ルディ ング ス (株 ) 所 有 地 に つい て は 、 促 進 区 域 と する こと に つい て 既に 合意 で き て いる 。 な お 、 
上 記 所 有 地 以外 の ステ ー ク ホル ダー に つい て は 後述 の 合意 形成 の 方 針 の と お り 協 議 する 。 

また 、 関 係 法 令 お よび 2022 年 3 月 制定 予定 の 市 条例 の 禁止 区 域 以 外 の 箇所 で 、1.000 m 以 上 の 
面積 (市 条例 の 設置 許可 申請 の 要件 と 整合 ) の 箇所 を 設定 する 方 針 で 2022 年 度 の 改正 温 対 法 に 
基づく 市 町 村 実 行 計画 を 策定 する 際 に 検討 する 。 


(5) 2050 年 まで に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 姿 

先行 地域 の 脱 炭 素 化 に と ど ま ら ず 、 市 内 に 再 エ ネ 設備 が 積極 的 に 導入 され 、 エ ネル ギー と モノ 
と ひと の 地域 ネッ トワ ー ク が 機能 し 、 非 常時 に も 電力 供給 され る 避難 所 や 雨水 公園 貯留 施設 等 、 
『 住 ん で よかっ た 』 と 実感 で きる 環境 が 整備 され 、 あ わせ て 、 米 原市 と 「 米 原 駅 東口 まち づく り 
協議 会 」 に て 協議 中 で は ある が 、 米 原 駅 の 駅 前 空き 地 も 活用 され 、 脱 炭素 化 と 地域 活性 が 実現 
し 、 人 口 減少 が 緩和 され た まち を 実現 する 。 


大 型 蓄電 池 間伐 材 建材 に よる 建築 コワ ー キ ング スペ ー ス 
営農 型 太陽 光 パ ネル 発電 地産 地 消 コ ン ビ ニ 屋上 緑化 屋上 太陽 光 パ ネル 発電 
& 自販 機 


に 


= 
LL a 


隊 ) mL 


ーー 貨 客 混 載 Maas 地産 地 消 マ ー ケ ッ ト 一 遊歩 道 緑 豊か な 広場 ーー 一 地産 地 消 カフ ェ 


( 図 )『 2050 年 まで に 目指 す 「 米 原 駅 駅 前 地域 を 有効 活用 し た 」 地 域 脱 炭 素 の 姿 』 
< 出典 : ヤン マー ホー ルディ ング スッ > 
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2. 脱 炭 素 先行 地域 に お ける 取組 


2.1 対象 と する 地域 の 概況 (位置 ・ 範 囲 、 エ ネル ギー 坦 要 家 の 状況 ) 


(1) 位置 ・ 範 囲 
米原 駅 周辺 民生 施設 群 を 先行 地域 か つ 促 進 区 域 と し 、 柏 原 地区 耕作 放棄 地 群 を 先行 地域 と す 
る 。 
画 選定 理由 
2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル を 見 据え 、 既 に 取組 を 開始 し た 秋 要 家 の 民 生 施 設 群 と 地産 地 消 の 
再 エネ 設備 の 導入 に 適し て いる 耕作 放棄 地 群 を 選定 し た 。 


画 先行 地域 に お ける エネ ルギー の 需給 集中 管理 に つい て 
今回 導入 する 再生 可能 エネ ルギー 設備 お よび 基盤 イン フラ は 参画 する 民間 企業 で 一 元 管理 す 


る 。 
対象 区 域 は 以下 の 地図 の と お り 。 


北陸 本 線 へ ⑩* 米 原市 市 有 地 
NA 東海 道 新幹線 
ン ーーー ーー as ここ に 
ノ レコ a 
/ 、 科 作 が 京 地 : 
0 R / | 1 の Er 
人 先行 地域 か つ 促進 区 培 し し し 本 本 ーー 
(米原 駅 周辺 民生 施設 群 ) ノ ー… 


* 
ゃ 
EC 


i Vs: ン へ ググ 

i ®⑤'®⑤'⑦ 公 用 車 駐車 場 
米原 市 役所 本 庁 

⑰ 記 間 施設 2025 年 一 部 開業 予定 ) 

:/ ーー 0 3 県 東 部 工業 技術 セン ター (2025 年 供用 開始 ) 

た | 溢 所 上 束 北 部 工業 技術 セッ ター 


の 洲 原 有 間  ⑩ イン クス 震 要 家 ( 破 線 は 将来 計画 
OT 4 wy ⑨' ヤ ンマ ー ホ ー ル ディ ング ス 再 エネ 設置 場所 (破線 は 将来 計画 ) 


0 先行 地域 
(柏原 地区 耕作 放棄 地 群 


( 図 ) 脱 大 素 先行 地域 に お ける 対象 施設 群 


画 先行 地域 内 に 設置 する 再 エ ネ 設 備 の 設置 場所 お よび 現況 図 
(米原 駅 周辺 市 有 地 ) 

・ 市 有 地 ① : 更 地 、 米 原市 梅 ヶ 原 2065 番地 ①8, 763m2 

・ 民 地 ②③) : 更 地 、 米 原市 梅 ヶ 原 2065 番地 ②3,659m2 ③3, 436m2 
・ 民 地 ④ : 駐車 場 、 米 原市 梅 ヶ 原 2065 番地 ④3,.500m2 


ルク « 
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(米原 駅 周辺 公用 車 駐車 場 ) 
・ 公 用 車 駐車 場 6⑤⑥X⑦ : 駐車 場 、 米 原市 米原 _⑤1.025m2 ⑥366m2 ⑦495m2 


(米原 駅 周辺 県 有 地 ) 
・ 滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター⑨) : 更 地 、 米 原市 梅 ヶ 原 2230 8,000m2 程度 


(米原 駅 周辺 民間 企業 敷地 内 ) 
・ ヤ ンマ ー ホ ー ル ディ ング ス ⑨ : 中 央 研究 所 、 米 原市 梅 ヶ 原 2481 1.008m2 


(米原 市 市 有 地 ) 


・ 市 有 地 ⑩ : 更 地 、 米 原市 大 清水 1490-1 4,000m2 


上 
ジジ だ 
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※ 地 域 と の 合意 形成 まで 非 公表 


(2) エネ ルギー 震 要 家 の 状 況 

対象 区 域内 の エネ ルギー 震 要 家 は 、 以 下 の 4 つの 事業 体 で 構成 され て いる 。 

(民生 ) 

米原 市 庁舎 1 棟 

民間 施設 2 棟 ( 計 画 ) 

滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター 3 棟 (新設 ) 

ヤン マー ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 中 央 研究 所 7 棟 

主 な 排出 源 は 、 民 生 部 門 の 電力 消費 で ある 。 
2.2 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ボ ポテンシャル の 状況 ( 再 エネ 貝 存 量 等 を 踏ま えた 再 エネ 導入 
可能 量 、 脱 炭素 先行 地域 内 の 活用 可能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 、 新 規 の 再 エネ 発電 
設備 の 導入 予定 ) 
1) 再 エ ネ 駆 存 量 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可 能 量 

再生 可能 エネ ルギー 情報 提供 シス テム (REP0S) を 活用 し 、 地 域 の 特性 に 応じ た 再 エネ 由 存 量 
を 確認 し た 。 滋 貨 県 域内 の 公共 系 等 太陽 光 発 電 の ポテ ン シ ャ ル (耕作 放棄 地 を 含む ) は 8,407 千 
kW、 米 原市 の 住宅 用 等 太陽 光 発 電 の ポテ ン シ ャ ル は 29 千 kW で ある 。 米 原市 に お ける その 他 の 再 
エネ の ポ ボ ポテンシャル に つい て は 、 陸 上 風力 発電 77 千 kW、 中 小 水力 河川 発電 8.12 千 kW、 地 熱 
発電 0 千 kW で ある 。 

公共 系 太陽 光 発電 の 市 区 町 村 別 導入 ポテ ン シ ャ ル は 検討 され て いな いた め 、 米 原市 と ヤン マー 
ホー ルディ ング ス に て 現地 調査 を 実施 、 経 済 合理 性 お よび 設置 導入 に あたり 懸念 され る 事案 を 考 
慮 し 、 再 エネ 導入 可能 量 を 11.008kW と 算出 し た 。 な お 、 実際 の 導入 量 に つい て は 増減 する こと 
が ある 。 
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PV 設置 出力 *1 年 間 


NO. 施設 名 所 他 現 婦 。 スッ ー ク ステ イタ ス oo 男 (PV 導入 容 司 ) 発電 
(m?) (kW) (kWh) 
© 米原 市 有 地 梅 ヶ 原 更 地 市 店 内 合意 形成 済 8,.763 1,887 966 1,249,038 
の タイ > クス 梅原 更 地 = サカタ 合意 形成 済 3,659 2.561 
@ タイ > クス 梅原 更 地 = サカタ 合意 形成 済 3,436 2,405 3,934 5,086,662 
④ サカ タイ ンク ス 梅原 駐車 場 サカ タ 合意 形成 済 3.500 2.450 
⑤ 公用 車 駐 車場 米原 駐車 場 市 店 内 合意 形成 済 1.025 718 人 】 68,529 
@ 公用 車 駐 車場 米原 駐車 場 市 庁 内 合意 形成 済 366 256 20 25,860 
@ 公用 車 駐 車場 米原 駐車 場 市 庁 内 合意 形成 済 495 347 30 38,790 
⑧ 滋賀 県 工業 技術 セン ター 梅 ヶ 原 更 地 県 庁 内 合意 形成 済 8,.000 684 136 148,920 
⑧ 。 ヤ > マー ホー ルディ ング ス 梅原 民間 施設 ヤッ マー 合意 形成 済 3.100 1,008 119 153,867 
⑳ 米原 市 有 地 大 清水 更 地 市 店 内 合意 形成 済 4.000 2,800 400 517,200 
@ 耕作 放 径 地 1,600 2,068,800 
耕作 放棄 地 ※ 地域 と の 合 意 形 成 1,600 2,068,800 
耕作 放棄 地 ま で 非 公表 1,246 1,611,078 
耕作 放棄 地 904 1,168,872 


11,008 4,206,416 


*1 出力 : 太陽 電池 モジ ュー ル の 出力 と パワ ー コ ン デ ィ シ ョ ナー の 出力 の いずれ か 小さ い 方 
( 表 ) 米原 市 域内 に お ける 再 エ ネ 導 入 可 能 量 


(柏原 地区 ) 
画 耕作 放 茎 地 の 地 権 者 と の 合意 形成 の 方 針 


※ 地 域 と の 合意 形成 まで 非 公表 


(米原 駅 周辺 ) 


画 民間 施設 と の 合意 形成 の 方 針 

民間 施設 の 準備 組織 で ある 「 米 原 駅 東口 まち づく り 協 議会 」 は 、 コ ロナ 宰 を 踏ま え 、 事 業 性 お 
よび 実施 時 期 を 慎重 に 協議 を 重ね て お り 、 事 業者 と 実施 日 程 が 確定 し た 後に 、 民 間 施 設 へ の 再 エ 
ネ 供 給 に つい て 合意 形成 を は か る 協議 を 開始 する 。 


(2) 活用 可能 な 既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 
米原 市 庁舎 屋上 に 以下 の 再 エ ネ 発 電設 備 が 設置 され て お り 、 活 用 可能 で ある 。 
(太陽 光 発 電 施 設 ) 
・ 設置 者 : 米原 市 
・ 設置 場所 : 米原 市 庁舎 屋上 
・ 公 共 施設 : 20kW (1 棟 ) 


(3 新規 の 再 エネ 発電 設備 の 導入 予定 
米原 市 庁舎 近隣 の 市 有 地 及び 県 有 地 に 新規 に 導入 可能 な 再生 可能 エネ ルギー 発電 設備 を 以下 記 
載 す る 。 
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(太陽 光 発 電 施 設 ) 


・ 設置 予定 者 
・ 設置 予定 場所 : 
・ 仁 様 


・ 設置 予定 時 期 : 
・ 設置 予定 場所 : 
・ 仕 様 
・ 設置 予定 時 期 : 
・ 設置 予定 者 
・ 設置 予定 場所 : 
・ 仕 様 
・ 設置 予定 時 期 : 
・ 設置 予定 者 


・ 設置 予定 場所 : 
・ 仕 様 


・ 設置 予定 時 期 : 


: カー ポー ト 式 


: 平 置 き 5,300kW、 営 農 型 


: ヤン マー ホー ルディ ング ス 


公用 車 駐車 場 ぐ ⑥⑦ 
103kW 
年 間 発電 量 は 、 カ ー ボ ポート 式 133, 179kWh 程度 を 想定 
2023 年 度 に 設置 予定 


: ヤン マー ホー ルディ ング ス 


滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター⑦ 


: 平 置き (屋上 ) 136kW、 年 間 発 電 量 は 、148, 920kWh を 想定 


2025 年 度 設置 予定 


: ヤン マー ホー ルディ ング ス 


中 央 研究 所 敷地 内 ⑨ 


: 平 置き (屋上 ) 119kW 


年 間 発電 量 は 、 平 置き 
2023 年 度 に 設置 予定 


153, 867kWh 程度 を 想定 


: ヤン マー ホー ルディ ング ス 


市 有 地 ①・ 民 地 (②③④・ 市 有 地 ⑩・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ 
1.600kW 

計 6.900kW 

年 間 発電 量 は 、8, 921, 700kWh/ 年 程度 を 想定 


2024 年 ~2026 年 度 に 順次 設置 予定 
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2.3 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 

【 全 体 像 】 

対象 区 域内 の 4 つの 電力 需要 家 (米原 市 庁舎 ・ 民 間 施 設 ・ 県 工 技 セン ター・ ヤ ンマ ー ホ ー ル デ 
ィング ス ) の 電力 需要 を 以下 に 試算 する 。 あ わせ て 、 電 力 需 要 家 の 省エネ に よる 電力 削減 量 と 需 
要 を 上 回 る 再 エ ネ 導 入 量 に つい て も 試算 する 。 こ の 取組 に より 、 促 進 区 域内 の 電力 消費 に 伴う 
CO2 排出 を 実質 ゼロ と する 。 

【 民 生 部 門 の 電力 需要 家 の 種類 ・ 数 、 直 近年 度 の 電力 和 需 要 量 】 


(公共 施設 ) 

米原 市 庁舎 801, 250kWh/ 年 

滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター (新設 ) 526, 152kWh/ 年 
(オフ ィ ス ) 

民間 施設 (計画 2, 500, 000kWh/ 年 

ヤン マー 2 ィング ス 5, 514, 918kWh/ 年 
ぐ 民 生 部 門 電力 需要 量 計 > 9, 342. 320kWh/ 年 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 取組 内 容 ・ 実 施 場所 ・ 電 力 供給 量 】 
(公共 施設 ) 
米原 市 は 、 敷 地内 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し て 22, 000kWh/ 年 を 自家 消費 し て いる 。 ま た 、 公 用 
車 駐車 場 6⑦⑥⑦ に 再 エ ネ 設 備 を 設置 、133, 179kWh/ 年 を 供給 する 。 
滋賀 県 は 、 滋 賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター⑧ に 再 エ ネ 設 備 を 設置 、148, 920kWh/ 年 
を 供給 する 。 な お 、 こ れ ら の 再 エ ネ は 自営 線 で 電力 供給 する 。 
(オフ ィ ス ) 
ヤン マー ホー ルディ ング ス は 、 敷 地内 ⑨ に 再 エ ネ 設 備 を 設置 153. 867kWh/ 年 を 供給 する 。 な 
お 、 こ れ ら の 再 エ ネ は 自営 線 で 電力 供給 する 。 
(オフ サイ ト ) 
市 有 地 ①⑩・ 民 地 ②③④・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に 再 エ ネ 設 備 を 設置 、8, 921, 700kWh/ 年 を 供給 する 。 
な お 、 こ れ ら の 再 エ ネ は 系 統 を 用 いて 米原 駅 周辺 の 脱 炭 素 先行 地域 か つ 促進 区 域内 の 公共 施設 
等 に 大 型 蓄 電設 備 を 運用 、 送 電 量 を 2, 000kW 未満 に 制御 し 、 供 給 する 。 


ぐ 民 生 部 門 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 計 > 9, 357, 666kWh/ 年 


【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 取組 内 容 ・ 実 施 場所 ・ 電 力 削減 量 】 

(公共 施設 ) 

滋賀 県 は 、 滋 賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター を ZEB-ready 化す る こと に より 175, 333 kWh/ 年 を 削 
減 す る こと を 見 込ん で いる 。 な お 、 こ の 数 値 は 、 現 施 設 に お ける 電力 使用 量 か ら の 推計 で あり 、 今 
後 、 設 計 段 階 で 変更 に な る 見 込み で ある 。 

く 民 生 部 門 省エネ に よる 電力 削減 量 計 > 175, 333kWh/ 年 


【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 


民生 部 門 の 電力 需要 量 ” 再 エネ 等 の 電力 供給 量 民生 部 門 の 省エネ に よる 
電力 削減 量 
9, 342, 320 = |9.357.666 十 | 175, 333 
(kMWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) (kMWh/ 年 ) 
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画 民生 部 門 の 電力 需要 量 9.342.320 (kWh/ 年 ) に つい て 
く 試算 内 容 > 
(米原 市 庁舎) 
2021 年 5 月 -10 月 まで の 6 か 月 平均 66,771kWh/ 月 か ら 年 間 電 力 需要 量 を 推定 。 
(滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター) 
旧 工 技 セ ンタ ー (長浜 庁舎 ・ 彦 根 庁舎 ) の 直近 3 年 平均 を 算出 し 、 旧 工 技 セ ンタ ー の 
延べ 床 面積 を 用 い 、 単 位 面積 あたり の 電力 番 要 量 を 算出 、 滋 賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター の 延 
べ 床 面積 で 換算 し た 数 値 を 年 間 電 力 需 要 量 。 
(民間 施設 ) 
基本 計画 で 設置 予定 の 施設 の 電力 消費 モデ ル 値 か ら 年 間 電 力 需 要 量 を 推定 。 
(ヤン マー ホー ルディ ング ス ) 
2021 年 1 月 -12 月 まで の 年 間 電 力 需要 量 を 使用 。 
これ に 、 省 CO2 設備 の 導入 に 伴う 年 間 電 力 需要 量 の 増 (ガス 空調 か ら 電 気 空調 へ の 変更 に 伴う 
赤 要 量 の 増 ) 117, 318kWh を 追加 。 


画 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 9.357.666(kWh/ 年 ) に つい て 
く 試算 内 容 > 
以下 の 再生 可能 エネ ルギー 導入 量 か ら 年 間 電 力 供給 量 を 推定 、 米 原 駅 周辺 地区 に つい て は 、PV 
設置 事業 者 か ら 提示 あっ た 年 間 発 電 量 (PV 導入 容量 kW x 日 照 時 間 hx365 日 ) を 使用 し た 。 


ET 本 
NO. 施設 名 所 在 地 現況 スー クス テイ タス 「 席 (PV 潮 ) 
(m?) (kW) (kWh) 
⑥' 米原 市 有 地 梅 ヶ 原 更 地 市 庁 内 合意 形成 済 8.763 1.887 966 1.249,038 
@' 米原 市 有 地 大 清水 更 地 市 庁 内 合意 形成 済 4000 2,800 400 517,200 
の ⑦ サカ タイ > クス 梅 ヶ 原 更 地 サカ 2 合意 形成 済 3,659 2,561 
⑧③" サカ タイ ンク ス 梅 ヶ 原 更 地 サカ タ 合意 形成 済 3,436 2,405 3,934 5,086,662 
Ci サカ タイ ンク ス 梅 ヶ 原 更 地 サカ タ 合意 形成 済 3.500 2,450 
⑧ 公用 車 時 還 場 米原 駐車 場 市 店 内 合意 形成 済 1025 718 53 68,529 
⑥′ 公用 車 駐車 場 米原 駐車 場 市 店 内 合意 形成 済 366 256 20 25,860 
の 公用 車 駐車 場 米原 駐車 場 市 庁 内 合意 形成 済 495 347 30 38,790 
@' 滋賀 県 工業 技術 セン ター 梅 ヶ 原 更 地 県 庁 内 合意 形成 済 8.000 684 136 148,920 
(OM ヤン マー ホー ルディ ング ス 梅 ヶ 原 民間 施設 ヤン マー 合意 形成 済 1.008 1.008 119 153,.867 
0 ※ 地 域 と の 合意 形成 まで 非 公表 |。 の Op 
7,258 
*1 出力 : 大 陽 電 池 モジ ュー ル の 出力 り (ワー コン ディ ショ ナー の 出力 の いずれ か 小さ 方 


な お 、 事 業 完了 後 も 米原 市 の 脱 炭 素 化 を 推進 する た め の 再 エネ 予備 力 と し て 、 耕 作 放 棄 地 の 地 
権 者 と の 協議 を 継続 する 。 
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画 民生 部 門 の 省エネ に よる 電力 削減 量 175.333 (kWh/ 年 ) に つい て 
く 試算 内 容 > 

(滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター) 

滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター を ZEB-ready 化す る こと に より 、0A 機器 を 除く 電力 消費 量 を 
50% 削 減 す る 。0A 機器 を 除く 電力 消費 量 は 全 電力 消費 量 の 2/3 に 相当 する こと か ら 、 年 間 電 カ 
削減 量 を 推定 する 。 


【 電 力 需 要 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 自治 体 で 発電 する 再 エ ネ 電 力量 の 割合 】 


電力 需要 量 の うち 脱 炭 素 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地 民生 部 門 の 電力 

先行 地域 が ある 地方 自治 方 自治 体内 に 設置 され た 需要 量 

体 で 発電 する 再 エネ 電 力 再 エネ 発電 設備 で 発電 す 

量 の 割合 る 再 エ ネ 電 力量 (※) 

100 = | 9.049,669 ー | 9,049,669 x100 
(9%) (kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 


(※) 自家 消費 、 相 対 契 約 に よっ て 調達 する も の 。 
な お 、 今回 設置 する 再 エ ネ 発 電設 備 で 発電 する 再 エ ネ 電 力 の 余剰 電力 は 、 米 原市 の 他 の 関連 施 
設 に 電力 供給 する 。 


(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 

計画 の 実施 に あたり 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 率 2/3) に 対し 、 自 己 負 担 す る 事業 
費 (交付 額 の 1/3 相当 ) は 再 エネ 供給 に 関わ る 電力 事業 者 が 負担 し 、 電 力 吉 要 家 へ 再 エ ネ 電 力 を 
供給 する こと で 償却 する エネ ルギー サー ビス 事業 を 検討 中 で ある 。 あ わせ て 、 事 業 運 営 に 関わ る 
資金 に つい て は 、 電 力 事業 者 の グル ー プ 会 社 か ら 資 金 調達 する 。 


事業 内 容 事業 費 ( 千 円 ) 活用 を 想定 し て いる 国 の 事 
業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) の 
名 称 と 必要 額 
令 和 4 年度 | ・ 公 用 車 駐車 場 6⑥⑦ に お | 97,793 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
ける 大 陽光 発電 設備 設置 推進 交付 金 (環境 省 ) 
全 3 ヶ所 65, 195 ( 千 円 ) 
・ ヤ ンマ ーー 敷地 内 ⑨ に お け | 274, 477 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
る 太陽 光 発 電設 備 設置 推進 交付 金 (環境 省 ) 
1 ヶ所 182, 984 ( 千 円 ) 
効果 検証 ・ 広 報 事業 費 5, 000 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 
3.333 ( 千 円 ) 
令 和 5 年 度 | ・ 市 有 地 ① 民 有 地 (②③④ に | 222, 169 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
お ける 大 型 蓄電 設備 設置 推進 交付 金 (環境 省 ) 
1 台 148, 113 ( 千 円 ) 
・ 市 有 地 (① に お ける 太陽 光 | 300,000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
発電 設備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
200, 000 ( 千 円 ) 
・ エ ネル ギー マネ ジメント | 100.000 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
シス テム 導入 1 台 推進 交付 金 (環境 省 ) 
66, 666 ( 千 円 ) 
・ 民 有 地 ②③④ に お ける 太 | 292.485 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
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陽光 発電 設備 設置 1 ヶ所 


推進 交付 金 (環境 省 ) 
194.990 ( 千 円 ) 


・ 効果 検証 ・ 広 報 事 業 費 22, 000 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 
14, 666 ( 千 円 ) 
・ 市 有 地 ⑩ に お ける 太陽 光 |40,000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
発電 設備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
26,666 ( 千 円 ) 
・ ヤ ンマ ー 敷 地内 ⑨ に お け | 60, 000 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
る 高 効率 空調 機器 設置 12 推進 交付 金 (環境 省 ) 
台 40.000 ( 千 円 ) 
和 6 年 度 | ・ 市 有 地 ① 民 有 地 ②③④ に | 99,998 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 


お ける 大 型 蓄電 設備 設置 


EE 
発電 設備 設置 1 ヶ所 


・ 耕作 放棄 地 ⑪ に お ける 太 


陽光 発電 設備 設置 1 ヶ所 


・ 民有 地 (②③(④ に お ける 太 


陽光 発電 設備 設置 1 ヶ所 


・ 市 有 地 ① 民 有 地 (②③④ に 


お ける 大 型 蓄電 設備 設置 


1 台 


・ 効果 検証 ・ 広 報 事業 費 


・ 市 有 地 ⑩⑪ に お ける 太陽 光 


発電 設備 設置 1 ヶ所 


・ ヤ ンマ ーー 敷地 内 ⑨ に お け 


る 高 効率 空調 機器 設置 18 


イプ ュ 
=| 


10, 000 


929, 715 


10, 000 


9, 999 


120, 000 


90, 000 


推進 交付 金 (環境 省 ) 
66, 665 ( 千 円 ) 


TE アー 再 エ ネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 
57, 600 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 

6, 666 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 
619.810 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 

6, 667 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 

6, 667 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 
80, 000 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 
60, 000 ( 千 円 ) 


※ 民 間 企 業 等 の 権利 、 競 争 上 の 地位 その 他 正 当 な 利益 を 害する お それ が ある た め 、 ま た 導入 予定 施設 に つ 


いて 、 設 計 等 を 行っ て いる 段階 で あり 仕様 の 変更 な どの 可能 性 が ある た め 、 令 和 7 年 末 ま で 非 公表 


・ 耕作 放棄 地 ⑪ に お ける 太 


陽光 発電 設備 設置 1 ヶ所 


・ 耕作 放棄 地 ⑪ に お ける 大 


型 蓄電 設備 設置 1 台 


10, 000 


40, 000 
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地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 

6, 667 ( 千 円 ) 

地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
推進 交付 金 (環境 省 ) 


26, 666 ( 千 円 ) 


・ 民 有 地 ②③④ に お ける 太 | 570,001 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 

陽光 発電 設備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
380, 000 ( 千 円 ) 

・ 市 有 地 ① 民 有 地 (②③④ に | 315, 000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
お ける 大 型 蓄電 設備 設置 推進 交付 金 (環境 省 ) 

1 台 209, 999 ( 千 円 ) 

・ 耕 作 放棄 地 ⑪ に お ける 地 | 9,690 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
域 再 エネ 等 の 利用 の 最大 推進 交付 金 (環境 省 ) 
化 の た め の 省 CO2 等 設備 8,690 ( 千 円 ) 
導入 車両 3 台 ・ 充 電器 1 
Lz 

・ 効果 検証 ・ 広 報 事業 費 10, 000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 

推進 交付 金 (環境 省 ) 
6.666 ( 千 円 ) 

・ ヤ ンマ ー 敷 地内 ⑨ に お け | 50.000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
る 高 効率 空調 機器 設置 10 推進 交付 金 (環境 省 ) 
台 33.333 ( 千 円 ) 

最終 年 度 ・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 太 | 780,000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
陽光 発電 設備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
520, 000 ( 千 円 ) 

・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 大 | 285,000 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 

型 落 電設 備 設 置 1 台 推進 交付 金 (環境 省 ) 
190, 000 ( 千 円 ) 

・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 地 |60,000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
域 再 エネ 等 の 利用 の 最大 推進 交付 金 (環境 省 ) 
化 の た め の 省 CO2 等 設備 39.999 ( 千 円 ) 
導入 5 棟 

・ 効 果 検証 ・ 広 報 事業 費 10, 000 地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 

推進 交付 金 (環境 省 ) 
6.667 ( 千 円 ) 
総額 8, 734, 707 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 


※ 計 画 提案 書 提出 時 の 情報 で ある こと に 留意 し て くだ さい 。 


推進 交付 金 (環境 省 ) 
3, 277, 375 ( 千 円 ) 
地方 創 生 拠点 整備 交付 金 
(内 閣府 ) 
810,150 ( 千 円 ) 
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2.4 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


※ 民生 部 門 の 電力 以外 の エネ ルギー 消費 に 伴う 温室 効果 ガス の 排出 、 民 生 部 門 以 外 の 地域 と 暮 
らし に 密接 に 関わ る 分 野 の 温室 効果 ガス の 排出 等 に 関す る 取組 に つい て 記載 し ます 。 


1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 

【 取 組 の 内 容 と 効果 】 

本 市 の 主要 産業 の ひと つ で ある 農林 水産 業 に お いて 、 以 下 の 取 組 を 計画 し て いる 。 耕 作 放 茎 地 
に 再 エ ネ 設 備 を 設置 、 需 要 家 に 再 エ ネ を 供給 する ソー ラー シェ アリ ング 事業 (へ 2, 298t-CO2/ 年 
削減 )、 ヤ ンマ ー ホ ー ル ディ ング ス 中 央 研究 所 の ガス 空調 機器 を 高 効率 空調 機器 に 更新 する 高 効 
率 空調 機器 導入 事業 (へ 96t-CO02/ 年 削減 )、 あ わせ て 化石 燃料 を 使っ た 空調 設備 を 電化 、 再 エネ 
を 地産 地 消す る 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 導入 事業 (へ 50t-CO2/ 年 ・10a 削減 ) を 実施 する 。 

また 、 ソ ー ラ ー シ ェ アリ ング 事業 お よび 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 導入 事業 に より 生産 され た 
地域 産品 と 人 の 移動 手段 と し て 、 米 原 駅 周辺 と ECO VILLAGE の 間 で MaaS 事業 を 実施 、 貨 物 輸 送 
と 共に 高齢 化 の 進ん だ 地域 住民 の 生活 を サポ ー ト する た め の イ ン フ ラ の ひと つと し て 整備 、 魅 力 
ある 雇用 と に ぎわ い の 促 進 に も 貢献 する 。 


(ソー ラー シェ アリ ング 事業 ) *ECO VILLAGE phase 1 
先行 地域 内 に 再 エネ 設備 を 2 ヶ所 導入 予定 、 温 室 効 果 ガス 削減 効果 : 2.110t-CO2/ 年 

く 試算 内 容 > 

関西 電力 の CO2 排出 係数 (0.35kg-CO2/kWh) x 営農 型 太 陽光 発電 の 年 間 発 電 量 (6,026, 880kWh) 
か ら 算 出 


( 高 効率 空調 機器 導入 事業 ) 
中 央 研究 所 内 の GHP を 高 効率 空調 機器 (EHP) に 更新 予定 、 温 室 効果 ガス 削減 効果 : 96t-CO2/ 年 
く 試算 内 容 > 
・ 既 存 GIP に お ける CO2 排出 量 180t-C02/ 年 
・ 高 効率 空調 機器 (EHP) に お ける CO2 排出 量 84t-C02/ 年 


(環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 導入 事業 ) *ECO VILLAGE phase 1 
先行 地域 内 に 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス に 高 効率 空調 機器 を 導入 予定 、 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 48t-CO2/ 年 ・10a 
く 試算 内 容 > 
従来 型 グ リー ン ハ ウス に お ける CO2 排出 量 
・ 化 石 燃料 を 使っ た 空調 に 伴う CO2 排出 量 48,.254kg-CO2/ 年 ・10a 
環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス に お ける CO2 排出 量 
・ 再 エネ を 地産 地 消し た 空調 に 伴う CO2 排出 量 0kg-CO2/ 年 ・10a 


先行 地域 内 に 環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス に 高 効率 給湯 機器 (給湯 暖房 ) を 導入 予定 、 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 34t-CO2/ 年 ・10a 

く 試算 内 容 > 

従来 型 グ リー ン ハ ウス に お ける CO2 排出 量 

・ 化 石 燃料 を 使っ た 給湯 に 伴う CO2 排出 量 34,.259kg-CO2/ 年 ・10a 

環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス に お ける CO2 排出 量 

・ 再 エネ を 地産 地 消し た 空調 に 伴う CO2 排出 量 Okg-CO2/ 年 ・10a 
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( 貨 客 混 載 MaaS 事業 ) *ECO VILLAGE phase 1 
先行 地域 内 に EV 車両 を 3 人 台 、 充 電 イ ン フ ラ 1 基 導 入 予定 、 温 室 効果 ガス 削減 効果 : 21t-CO2/ 年 


く 試算 内 容 > 


従来 2 キト ラッ ク に よる 地域 産品 輸送 に 伴う CO2 排出 量 


・ 米 原 駅 周辺 民生 施設 群 か ら 柏 原 地区 耕作 放棄 地 群 まで の 移動 距離 


12. 8km 


・2t トラ ッ ク の 燃費 10km/L か ら 3 往復 x365 日 と し 、 軽 油 の 年 間 使 用 量 を 算出 2,803L 
・C02 排出 係数 2.62t-CO2/kl を 使用 し 、 年 間 CO2 排出 量 を 算出 3 台 で 21t-CO2/ 年 
EV 車両 に よる 地域 産品 輸送 に 伴う CO2 排出 量 


・MaaS に 伴う CO2 排出 量 3 台 で 0kg-CO2/ 年 ・ 台 


* 再 エネ を 充電 し 運行 する 


(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (補助 金 等 ) 


既に 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 と し て 2.3(2) に 計上 し た が 、 民 生 部 


門 以外 の 地域 と 暮らし に 密接 に 関わ る 農業 分 野 の 取組 に つい て 2.4(2) に 再掲 する 。 


事業 内 容 事業 費 活用 を 想定 し て いる 国 の 事 
※ 以 下 の 事 業 内容 は 2.3(2) に て ( 千 円 ) 業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) の 
計上 済み : 再掲 名 称 と 必要 額 
令 和 4 年 度 
令 和 5 年度 
令 和 6 年 度 | ・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 太陽 光 発 | 10,000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
電設 備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
(ソー ラー シェ アリ ング 事業 ) 6.666 ( 千 円 ) 
令 和 7 年度 | ・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 太陽 光 発 | 10, 000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
電設 備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
6,666 ( 千 円 ) 
・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 大 型 蓄 電 | 40, 000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
設備 設置 1 台 推進 交付 金 (環境 省 ) 
(ソー ラー シェ アリ ング 事業 ) 26,666 ( 千 円 ) 
・ 耕 作 放棄 地 ⑪ に お ける 地域 再 エ | 9, 690 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
ネ 等 の 利用 の 最大 化 の た め の 省 推進 交付 金 (環境 省 ) 
C02 等 設備 導入 車両 3 台 ・ 充 8,690 ( 千 円 ) 
電器 1 台 (MaaS 事業 ) 
最終 年 度 ・ 耕 作 放棄 地 ⑪ に お ける 太陽 光 発 | 780,000 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
電設 備 設置 1 ヶ所 推進 交付 金 (環境 省 ) 
・ 耕 作 放 棄 地 ⑪ に お ける 大 型 蓄電 | 285, 000 520, 000 ( 千 円 ) 
設備 設置 1 台 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
(ソー ラー シェ アリ ング 事業 ) 推進 交付 金 (環境 省 ) 
・ 耕 作 放棄 地 ⑪ に お ける 地域 再 エ | 60,.000 190, 000 ( 千 円 ) 
ネ 等 の 利用 の 最大 化 の た め の 省 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 
C02 等 設備 導入 5 棟 推進 交付 金 (環境 省 ) 
(環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 導入 39, 999 ( 千 円 ) 
事業 ) 
総額 1.194, 690 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 


※ 計 画 提案 書 提出 時 の 情報 で ある こと に 留意 し て くだ さい 。 
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推進 交付 金 (環境 省 ) 
798, 687 ( 千 円 ) 


2.5 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 、 期 待 さ れる 効果 


(地域 経済 効果 ) 
脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 
地域 の エネ ルギー 供給 を 地域 外 の 大 規模 電源 に 依存 し て いる こと で 、2013 年 度 に は 約 263 億 円 
の エネ ルギー 代金 が 域内 か ら 流 出し て いる 。 域 内 で 積極 的 に 再 エ ネ 設 備 を 導入 し 、 域 内 で 地産 
地 消す る こと で 、 域 外 に 流出 する エネ ルギー 代金 を 減ら し 、 資 金 を 域内 に 循環 させ る 。 
KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 再 エネ 調達 金額 


現在 ( 令 和 4 年 1 月) 最終 年 度 : 
0 円 (域外 流出 額 約 263 億 円 ) 2 億 円 (域外 流出 額 約 261 億 円 ) 
(防災 効果 ) 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 
先行 地域 内 の 一 次 避難 所 (市 庁舎 ) 、 レ ジリ エン ス の 強化 た め 、 先 行 地域 内 に 再 エネ 設備 お よ 
び 蓄 電池 を 導入 し 、 地 域 の エネ ルギー 源 と し て 常時 に も 非常 時 に も 活用 する 。 
KP 1 (重要 業績 評価 指標 
指標 : 先行 地域 に お ける 再 エ ネ 電 力量 の 割合 


現在 ( 令 和 4 年 1 月 ) 最終 年 度 : 
0% 1009%6 


(暮らし の 質 の 向上 ) 
脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 
柚原 地区 の 耕作 放棄 地 に Al・IoT 等 の 先進 技術 を 実装 し た 環境 配慮 型 グリ ー ン ハウ ス を 導入 、 
地域 産品 の 生産 を 通し て 、 女 性 や 若者 が 働く 場 が 新た に 創出 され る 。 
KP 1 (重要 業績 評価 指標 
指標 : 柏原 地区 で 実施 する ECO VILLAGE 構想 に 関わ る 新規 就業 者 数 


現在 ( 令 和 4 年 1 月 ) 最終 年 度 : 
0 人 20 人 


※ 事 業 計画 確定 まで 非 公表 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 


3.1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


(取組 全体 ) 

先行 地域 の 柏原 地区 耕作 放棄 地 の 再 エ ネ 設 備 か ら 、 再 生 可能 エネ ルギー を 先行 地域 か つ 促進 区 
域 の 米原 駅 周辺 民生 群 に 電力 供給 する こと で 、 先 行 地域 か つ 促進 区 域 の 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴 
う CO2 排出 の 実質 ゼロ 実現 に 貢献 する だ け で な く 、 耕作 放棄 地 を 利 活用 し 、 地域 産品 を 生産 、 女性 
や 若者 が 働く 場 を 新た に 創出 する 。 


(取組 A) 

市 有 地 ・ 県 有 地 ・ 民 間 施 設 内 に 再生 可能 エネ ルギー を 設置 する 
(取組 ) 

耕作 放棄 地 に 再生 可能 エネ ルギー を 設置 する 

(取組 C) 


耕作 放棄 地 に 女性 や 若者 が 活躍 で きる 魅力 ある 雇用 を 創出 する 


令 和 4 年 | 令 和 5 年 ! 令 和 6 年 | 令 和 7 年 ! 令 和 8 年 信和 2 年 ご ! 倒 和 12 年 
先行 地域 か つ 促進 区 域 (米原 駅 周辺 民生 施設 群 i 。 


・ 公 用 車 駐車 場 へ の 太陽 光 発 電設 備 設置 
・ ヤ ンマ ー 敷 地内 へ の 太陽 光 発 電設 備 設 置 
・ ヤ ンマ ー 敷 地内 へ の 大 型 蓄電 池 設置 


・ 市 有 地 へ の 太陽 光 発電 設備 設置 | 
・ 滋 賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター へ の 整備 8 
1 | 1 

・ 滋 賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター へ の 大 陽光 発電 設備 の 設置 | 
t 


| 先行 地域 (柏原 地区 耕作 放棄 地 群 ) 


・ 耕 作 放 研 地 に お ける 大 型 茜 電設 備 設置 
・ る 太陽 光 発電 設 模 き 


・ へ の 省 CO2 等 設備 の 導入 
(環境 配 載 型 グリ ーッ ルウ ス 、 MaaS、 充電 イン フラ ) 


・ 耕 作 放 茎 地 に お ける 太陽 光 発 電設 備 設置 


( ソー ラー シェ アリ ング 事業 ) 


I 
! 
BO ECO VILLAGE ECO VILLAGE 
4 貨 客 混載 Maas 導入 Phase2 始動 Phase3 始動 名 | 


効果 検証 ・ 広 報 事業 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 


市 有 地 ・ 県 有 地 ・ 民 間 施 設 内 ・ 耕 作 放 棄 地 へ 順次 再 エ ネ 設 備 を 導入 する 。 あ わせ て 、 女 性 や 若 


者 に 魅力 ある 雇用 を 創出 する た め 、ECO VILLAGE を 整備 する 。 


年 度 取組 概要 
令 和 4 年 度 公用 車 駐車 場 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 
ヤン マー 敷地 内 へ の 太陽 光 発 電設 備 お よび 大 
令 和 5 年 度 市 有 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 
令 和 6 年 度 市 有 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 


滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター の 整備 


耕作 放棄 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 お よび 大 型 蓄電 設 


耕作 放棄 地 へ の 省 CO2 等 設備 の 導入 


令 和 7 年 度 滋賀 県 東北 部 工業 技術 セン ター へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 
耕作 放棄 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 お よび 大 型 蓄電 設備 の 


(環境 配慮 型 グ リー ン ハ ウス 、WMaaS 車両 、 充 電 イ ン フ ラ ) 


令 和 8 年 度 耕作 放棄 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 お よび 大 型 蓄電 設 


【 6 年 目 以降 の 取組 ・ 方 針 】 


ECO VILLAGE 構想 」 に より 創出 され る 地域 ネッ トワ ー ク が 機能 する こと で 、 地 域 全体 が 活性 


化 、 脱 炭素 効果 を 継続 させ る た め 、 以 下 の 取 組 を 実施 する 。 


・ 促進 区 域内 の 電力 需要 の 増加 に あわ せ て 、 耕 作 放棄 地 へ の 再 エ ネ 設 備 の 導入 を 継続 する た 


め 、 耕 作 放棄 地 の ス テー ク ホ ル ダ ー と の 協議 を 継続 し て 実施 する 。 
・ 環境 フォ ー ラ ム を 継続 し て 開催 する 。 


・ 計画 期間 後 も 後述 する 者 要 家 と 連携 する た め 、 定 期 的 に 協議 会 を 開催 する 。 
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4. 推進 体制 


4.1 地方 自治 体内 部 の 推進 体制 


(1) 推進 体制 

地球 温暖 化 対 策 を 計画 的 か つ 着 実に 推進 する た め 、 市 役所 地球 温暖 化 対策 総括 管理 者 、 市 役所 
地球 温暖 化 対策 推進 責任 者 、 各 課 に エコ スタ イル 推進 リー ダー、 エ コス タイ ル 推 進 員 を 置く 。 

【 エコ スタ イル の 由来 】 

地球 温暖 化 を 防止 する た め に は 、 ま ず 私 た ちの 仕事 スタ イル 、 ラ イフ スタ イル を 変え て いく こ 
と が 必要 で ある 。 日 々 の 業務 の 中 で で きる か ぎり 省 資 源 ・ 省 エネ ルギー を 心がけ る こと や 、 事 業 
を 実施 する と きも 環境 配慮 の 視点 を 必ず 取り 入れ る な ど 、 市 役所 が 地域 の 一 事業 所 と し て 、 率 先 
し て 行動 を 起こ し 、 こ の 取り 組み を 地域 社会 に も 広げ 、 持 続 可能 な 社会 を 構築 し て いく こと が 、 
地域 の 地球 の 自然 環境 を 守る こと に つなが る 。 米原 市 役所 が 、 そ し て 私 た ち 一 人 一 人 が 、 で きる 
こと か ら 始 め よ うと いう 想い で 、 こ の 名 称 を 使用 する 。 


総括 管理 者 は 、 実 行 計画 の 策定 、 変 更 、 推 進 の た め の 施 策 等 の 提案 な ら び に に 実行 計画 の 実施 状 
況 お よび 米原 市 環境 審議 会 の 評価 の 結果 に つい て 報告 する 。 推進 責任 者 に 対し 必要 な 指示 を 行 
う 。 推 進 責任 者 は 、 実 行 計画 に 基づき 所 属す る 部 局内 に お ける 取組 を 着実 に 推進 し 、 そ の 取組 と 
成果 に つい て 責任 を 負う と と も に 、 推 進 リ ー ダ ー に 必要 な 指示 を 行う 。 推 進 リ ー ダ ー は 、 実行 計 
画 に 基づき 課 等 内 に お ける 事務 お よび 事業 を 推進 し 、 そ の 取組 と 成果 に つい て 責任 を 負う と と も 
に 、 そ の 検証 を 行う 。 推 進 員 は 、 推 進 リ ー ダ ー を 補佐 し 、 推 進 リ ー ダ ー の 指示 を 受け 、 実 行 計画 
に 基づき 事務 お よび 事業 を 実施 する 。 な お 、 本 部 長 は 、 今 回 の 取組 に あわ せ 、 市 長 に 変更 する 。 

同様 に 滋賀 県 に お いて も 、 し が CO02 ネッ ト ゼ ロ 推 進 本 部 に お いて 、 脱 炭素 の 取組 を 推進 する 。 
それ ぞ れ の 事務 局 に お いて は 、 県 市 町 C02 ネッ ト ゼ ロ 研 究 会 を 設置 し 、 既 に 複数 回 開催 し 、 情 報 
共有 を 図っ て いる 。 


< 米原 市 > 市 役所 地球 温暖 化 対策 推進 部 
本 部 長 ・ 副 市 長 総括 管理 者 ・ 市 民 部 長 


事務 局 : 自治 協 働 課 


推進 責任 者 
(本 部 員 ) 
県 市 町 C0。 ネ ッ ト ゼ ロ 研 究 会 
く 滋 賀 県 > し が C0。 ネ ッ ト ゼ 推進 本 部 


本 部 長 : 知 事 副本 部 長 ・ 副 知事 


本 長 事 店 管 交 水 観 医 湖 ス 部 企 公 | | 事務 局 :CO。 ネ ッ ト ゼ ロ 推 人 
部 業 長 理 通産 光 療 環 ボ 長男 補 
長 庁 者 部 部 労 福 境 | 部 長 
長 長 長 働 祉 部 ツ 長 
部 部 長 部 
長 長 長 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 

進捗 管理 に つい て は 、 最 終 年 度 を 含め 毎年 、 上 記 市 役所 地球 温暖 化 推 進 本 部 で 取組 の 進捗 状況 
の 確認 、 取 組 の 内 部 評価 を 行う 。 ま た 、 外 部 評価 と し て 米原 市 環境 審議 会 (会 長 : 仁 連 孝昭 ( 滋 
貨 県 立 大 学名 誉 教 授 )) (構成 : 学識 経験 者 、 公 募 市 民 、 関 係 行政 機関 職員 、 市 内 事業 者 お よび 市 
民団 体 の 代表 、 事 務 局 : 自治 協 働 課 ) に 取組 の 進捗 状況 の 報告 を 行い 、 取 組 の 外部 評価 を 行う 。 
環境 審議 会 は 進捗 状況 の 点検 を 行う と と も に 取組 の 是正 指導 を 行う 。 
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4.2 需要 家 、 再 エネ 発電 事業 者 、 企 業 、 金 融 機関 等 関係 者 と の 連携 体制 


米原 市 と 地域 企業 の ヤン マー ホー ルディ ング ス は 、 米 原市 「 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル な 社会 実現 
に 向け た 協 働 検討 」 定 例会 を 2021 年 5 月 か ら 複 数 回 開催 し て いる 。 脱 炭素 先行 地域 か つ 促 進 区 
域内 の 需要 家 で ある 滋賀 県 ・ 地 域 の 金融 機関 で ある 滋賀 銀行 ・ 民 間 施 設 の 開発 に 関わ る 金融 機関 
で ある みず は ほ 銀行 も 参画 し 、 連 携 を 図る 。 ま た 、 米 原市 と ヤン マー ホー ルディ ング ス は 、 米 原市 
の 脱 炭 素 化 と 地域 活性 に 係る 連携 協定 を 締結 予定 で ある 。 
以下 、 本 事業 の 関係 者 の 役割 を 以下 記載 する 。 
画 促進 区 域内 の 電力 需要 家 

(役割 ) 促進 区 域内 の 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ 実現 に 貢献 する 。 


・ 滋 貨 県 合意 形成 済 
・ 米 原市 合意 形成 済 

・ ヤ ンマ ー ホ ー ル ディ ング ス 合意 形成 済 
・ み ず ほ 銀行 協議 


将来 の 需要 家 と し て 想定 され る 民間 施設 に つい て は 、 事 業者 と 実施 日 程 が 確定 し た 後 
、 民 間 施設 へ の 再 エ ネ 供 給 に つい て 合意 形成 を は か る 協議 を 開始 する 。 


の a 
役割 ) 先行 地域 内 の 再 エ ネ 設 備 及 び 基 盤 イ ン フ ラ を 一 元 管理 する 。 
1 エネ ルギー シス テム 


米原 市 ステ アリ ング コミ ッ テ ィ : 


「 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル な 社会 実現 に 向け た 協 働 検討 」 米原 市 平尾 市 長 
定例 会 ヤン マー ホー ルディ ング ス 川 建 取締 役 


ヤン マー 


滋賀 県 米原 市 ホー ルディ ング ス 滋賀 銀行 みず は ほ 銀 行 
(合意 形成 済み ) | | (合意 形成 済み ) ee (合意 形成 済み ) (協議 中 ) 
合意 形成 済み ) 
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